
デジタル田園都市国家構想交付金（地方創生推進タイプ）の効果検証について(案）

R2年度 R3年度 R4年度 目標 実績
達成
状況

目標 実績
達成
状況

目標 実績
達成
状況

目標 実績
達成
状況

①

本事業により、参加
企業が円滑な事業
承継に結びついた
あるいは新商品・
サービスの開発等
の新事業進出に結
びついた件数

3 10
目標値を
達成 11 11

目標値を
達成 15 15

目標値を
達成

②
本事業に参加した
延べ参加者数

395 633
目標値を
達成 255 737

目標値を
達成 140 492

目標値を
達成

③

本事業により、ブラ
ンド構築がなされ新
事業進出に結びつ
いた参加企業の新
規雇用者数

0 0 ― 3 89
目標値を
達成 5 30

目標値を
達成

④

本事業により、円滑
な事業承継ができ
た参加企業の新規
雇用者数

0 3
目標値を
達成 3 4

目標値を
達成 5 6

目標値を
達成

①

賑わい空間の創出
として地区内外から
マルシェ等に継続
的に参加するものと
して登録した店舗・
事業所数

15 16
目標値を
達成 15 26

目標値を
達成 20 21

目標値を
達成 20

②
まちづくりプロジェク
トを通じた人材育成
数

180 184 目標値を
達成 180 1,592 目標値を

達成 180 243 目標値を
達成 180

③
NAGOYA SDGs
フィールドへの参加
児童数

5,000 1,100
目標値の
達成は５
割未満

15,000 35,000
目標値を
達成 10,000 25,000

目標値を
達成 10,000

①

ビジネスマッチング等
の支援事業を通じ
て、県・市企業(スター
トアップ、地域企業)と
海外企業(スタート
アップ、地域企業)と
の間に新たに結ばれ
た取引・提携件数

10 15
目標値を
達成 15 25

目標値を
達成 20 27

目標値を
達成

②

支援事業を活用して
行われた県・市企業
(スタートアップ、地域
企業)と海外企業(ス
タートアップ、地域企
業)との商談(ビジネス
マッチング)件数

50 56
目標値を
達成 80 91

目標値を
達成 100 123

目標値を
達成

③

支援事業を通じて行
われた県・市企業(ス
タートアップ、地域企
業)からコンソーシア
ムに対する相談件数

80 91
目標値を
達成 120 141

目標値を
達成 160 198

目標値を
達成

④

支援事業を通じて
行われたワーキン
ググループ・セミ
ナーへの参加者数

90 253
目標値を
達成 180 247

目標値を
達成 180 216

目標値を
達成

目標値を達成 地方創生に非常に効果的であった（全てのＫＰＩが目標値を達成するなど、大いに成果が得られたとみなせる場合） 事業の継続（計画どおりに事業を継続する）

目標値の７割以上達成 地方創生に相当程度効果があった（一部のＫＰＩが目標値に達しなかったものの、概ね成果が得られたとみなせる場合） 事業の発展（事業が効果的であったことから取組の追加等更に発展させる））

目標値の５割以上達成 地方創生に効果があった（ＫＰＩ達成状況が芳しくなかったものの、事業開始前よりも取組が改善・前進したとみなせる場合） 事業の改善（事業の効果が不十分であったことから見直し（改善）を行う（または行った））

目標値の達成は５割未満 地方創生に対して効果がなかった（ＫＰＩの実績値が開始前よりも悪化した、もしくは取組としても前進・改善したとは言い難い場合） 事業の中止（継続的な事業実施を予定していたが中止する（または、した））

― 事業の終了（当初予定通り事業を終了する（した））

・令和3年度で交付金事
業としては終了している
が、引き続きエリアマネ
ジメント活動拠点等を活
用して、引き続き賑わい
空間の創出などに取り組
むとともに、モデル地区
での成果やノウハウを他
地域へと展開していく。

・SDGs学習プログラムを
展開する

(3)スタートアップ海
外展開及び海外ス
タートアップ協業促
進によるビジネスイ
ノベーション加速化

事業

地方創生
推進交付金

「あいち・なごやスタートアッ
プ企業等海外連携推進コン
ソーシアム」を形成・運営
し、海外展開の事例や海外
スタートアップとの協働事例
などを学び、意見交換する
セミナーを開催する。県・市
のスタートアップ及びイノ
ベーション企業の海外展開
を支援する。海外スタート
アップと県市地域企業との
ビジネス協業を支援する。

R2～
R4年度

・相談窓口の設置

・オンラインセミナーの開催

・スタートアップ企業の海外展開支
援（メンタリング、ビジネスモデル
構築講座、海外展示会への参
加、ピッチイベントへの参加）

・イノベーション企業の海外展開
支援（ハンズオン支援、ビジネスモ
デル構築講座、商談・面談機会の
設置）

・マッチング支援（オンライン商談
会の設置）

・相談窓口の設置

・オンラインセミナーの開催

・スタートアップ企業の海外展開支
援（メンタリング、ビジネスモデル
構築講座、海外展示会への参
加、ピッチイベントへの参加）

・イノベーション企業の海外展開
支援（ハンズオン支援、ビジネスモ
デル構築講座、商談・面談機会の
設置）

・マッチング支援（オンライン商談
会の設置）

・相談窓口の設置

・オンラインセミナーの開催

・スタートアップ企業の海外展開支
援（メンタリング、ビジネスモデル
構築講座、海外展示会への参
加、ピッチイベントへの参加）

・イノベーション企業の海外展開
支援（ハンズオン支援、ビジネスモ
デル構築講座、商談・面談機会の
設置）

・マッチング支援（オンライン商談
会の設置）

地方創生に非常
に効果的であっ
た（全てのＫＰＩが
目標値を達成す
るなど、大いに
成果が得られた
とみなせる場合）

全てのＫＰＩについて目標
を上回る実績を上げてお
り、県市企業（スタート
アップ、地域企業）の海
外展開を支援することが
できた。

事業の終了（当
初予定通り事業
を終了する（し
た））

新たにデジタル田園都市
国家構想交付金を活用
し、事業内容を進化・高
度化させ、愛知県等関係
機関と連携して伴走型支
援や当地域ものづくり企
業等とのビジネスマッチ
ング等を実施する。

・モデル地区において、令和2年度
のワークショップで提案されたアイ
デアをショーケース事業として実
施・検証するとともに、継続してマ
ルシェを開催

・令和２年度に制作したSDGs学習
プログラムを拡充・展開

地方創生に非常
に効果的であっ
た（全てのＫＰＩが
目標値を達成す
るなど、大いに
成果が得られた
とみなせる場合）

全てのKPIにおいて目標
を上回る実績を上げてお
り、交付金終了後も地域
において多様な主体の
参画を促し、地域の賑わ
い創出につながった。

事業の終了（当
初予定通り事業
を終了する（し
た））

(2)賑わいの復活に
よるまちづくりと未
来につなげるひとづ
くり～SDGs未来都
市なごやの実現に
向けて～

地方創生
推進交付金

少子高齢化の進行や単身
世帯の増加、価値観の多様
化、産業構造の変化等によ
り、地域のつながりが希薄
化し、まちづくりの担い手と
なる人材不足が課題となる
中、持続可能な都市を実現
するためには、まちづくりや
地方創生に活力を与える担
い手が将来にわたり必要と
なる。そのため、モデル地
区においてコミュニティの場
づくり及び賑わい空間の創
出等に取り組むとともに、市
内小学4～6年生に、SDGs
の視点からまちや社会の課
題を自分事としてとらえ、課
題解決に向けた行動につな
げるためのプログラムを、
様々なステークホルダーの
連携のもとで実施する。

R2～
R3年度

・モデル地区において、地域・企業
等、多様な主体が参画するワーク
ショップや、地区内の道路を活用
したマルシェを開催

・ウェブサイト等のSDGs学習プロ
グラムを制作

地方創生に非常
に効果的であっ
た（全てのＫＰＩが
目標値を達成す
るなど、大いに
成果が得られた
とみなせる場合）

　全てのＫＰＩについて目
標を上回る実績を上げて
おり、既存の経営資源を
活用した新事業への進
出や新たな雇用の創出
などにつながった。
　特に参加者数は目標を
大きく上回り、参加者同
士のコミュニティの形成
に寄与した。コミュニティ
の自発的な活動もあり、
自走化に向けた動きも見
られた。

事業の発展（事
業が効果的で
あったことから取
組の追加等更に
発展させる））

予定どおり事業を完了し
た。

　今後も中小企業の新規
事業開発を支援するた
め、新たに「中小企業デ
ザイン経営実践支援事
業」を実施し、デザイナー
等を活用したデザイン経
営の実践プログラム等を
実施することで、中小企
業の新規事業開発を支
援する。
　また、引き続き後継者
に焦点をあてた支援が
必要であると考えること
から、令和5年度は「中小
企業後継者支援事業」と
して交流イベントやワー
クショップ等を実施し、後
継者同士のコミュニティ
形成を図りつつ、コミュニ
ティの自走化をさらに進
めていくとともに、新規事
業開発を支援していく。

(1)なごや中小企業
イノベーション経営
支援事業

地方創生
推進交付金

若い世代が東京に流出する
現状を抑制するため、企業
競争力の向上や若い人材
確保に資することで先進的
な中小企業を育成するとと
もに、後継者候補の首都圏
流出の防止を図るため、同
じような悩みを持つ後継者
が集まり、課題解決に向け
取り組みを進めていく環境
を整備し、市内事業所での
事業継承の円滑化を図る。

R2～
R4年度

１　中小企業における新たな企業
価値を高めるブランド構築支援事
業
（１）セミナーの開催
（２）ワークショップの開催
（３）ビジネスマッチングの支援等

２　挑戦型アトツギ育成支援事業
（１）交流イベントの開催
（２）ワークショップの開催
（３）アドバイザーによる支援
（４）ポータルサイトにおける事業
承継情報の提供等

１　中小企業における新たな企業
価値を高めるブランド構築支援事
業
（１）セミナーの開催
（２）ワークショップの開催
（３）ビジネスマッチングの支援等

２　挑戦型アトツギ育成支援事業
（１）交流イベントの開催
（２）ワークショップの開催
（３）アドバイザーによる支援
（４）ポータルサイトにおける事業
承継情報の提供等

１　中小企業における新たな企業
価値を高めるブランド構築支援事
業
（１）セミナーの開催
（２）ワークショップの開催
（３）ビジネスマッチングの支援等

２　挑戦型アトツギ育成支援事業
（１）交流イベントの開催
（２）ワークショップの開催
（３）アドバイザーによる支援
（４）ポータルサイトにおける事業
承継情報の提供等

自己評価 今後の方針

指標

１年目 2年目

事業の評価 評価理由 今後の方針 今後の方針の理由

3年目 4年目

本事業における重要業績評価指標（KPI）

交付期間

実施内容

交付対象事業の名
称

区分 事業内容

・・・令和4年度

【資料２】



デジタル田園都市国家構想交付金（地方創生推進タイプ）の効果検証について(案）

R3年度 R4年度 R5年度 目標 実績
達成
状況

目標 実績
達成
状況

目標 実績
達成
状況

①

マーケティング支援
事業の参加企業が
展示会及び商談会
等において行った
商談の件数

0 0 ― 15 16
目標値を
達成 15

②

マーケティング支援
事業の参加企業が
新たに開発した商
品数

15 23
目標値を
達成 15 20

目標値を
達成 0

③

マーケティング支援
事業の参加企業が
新規雇用した人数
及び後継者マッチ
ング支援事業への
参加者が参加企業
へ新規雇用された
人数

0 0 ― 1 1
目標値を
達成 2

④

マーケティング支援
事業及び後継者
マッチング支援事
業に参加した延べ
参加者数

176 415
目標値を
達成 156 205

目標値を
達成 66

…令和4年度

交付対象事業の名
称

区分 事業内容 交付期間

実施内容
自己評価 今後の方針

指標

１年目 2年目 3年目

事業の評価 評価理由 今後の方針 今後の方針の理由

本事業における重要業績評価指標（KPI）

2年目の事業を予定どお
り完了した。これまでの
成果を活かしながら、最
終年の事業を着実に推
進していく。

(4)名古屋伝統産業
支援プロジェクト

地方創生
推進交付金

本市には、有松・鳴海絞を
はじめとした伝統産業が存
在するが、生活様式の変化
等により生産額が減少し、
職人も高齢化しており、産
業としての活性化、技術の
継承が喫緊の課題となって
いる。このため、伝統的な
技術を活かし、市場ニーズ
等を適切に捉えた商品を開
発することにより新たな価
値を創出し、新たな販路を
開拓することで、伝統産業
企業の競争力を強化すると
ともに、伝統産業企業の魅
力を将来、職人を目指す学
生等に発信することにより、
後継者を確保し、将来も伝
統技術が継承され、伝統産
業が持続的に発展し続ける
都市の実現を図る。

R3～R5
年度

【マーケティング支援】
・マーケティング手法等を踏まえ
たデザイン等について、支援企業
の思考力を育成する勉強会を開
催
・アドバイザーによるヨーロッパ圏
の市場ニーズを捉えた新商品の
開発支援を実施

【マッチング支援】
・伝統工芸に関心のある学生を対
象とした企業見学・就業体験ツ
アーを実施

【マーケティング支援】
・マーケティング手法等を踏まえ
たデザイン等について、支援企業
の思考力を育成する勉強会を開
催
・アドバイザーによるヨーロッパ圏
の市場ニーズを捉えた新商品の
開発支援を実施
・ヨーロッパにおける展示イベント
の開催及びテストマーケティング
を実施
【マッチング支援】
・伝統工芸に関心のある学生を対
象とした企業見学・就業体験ツ
アーを実施

地方創生に非常
に効果的であっ
た（全てのＫＰＩが
目標値を達成す
るなど、大いに
成果が得られた
とみなせる場合）

全てのＫＰＩについて目標
を上回る実績を上げた。

事業の継続（計
画どおりに事業
を継続する）



デジタル田園都市国家構想交付金（地方創生推進タイプ）の効果検証について(案）

R4年度 R5年度 R6年度 目標 実績
達成
状況

目標 実績
達成
状況

目標 実績
達成
状況

①

公民連携提案窓口
を通じて実現した公
民連携事業の件数
（実証実験含む）

60 67
目標値を
達成 75 90

②
公民連携フィールド
の企業登録数

200 88
目標値の
達成は５
割未満

50 50

③
公民連携ポータル
サイトのアクセス件
数

10,000 43,529
目標値を
達成 12,500 15,000

④
社会課題解決人材
育成事業参加者数
（学生・大学・地域）

100 127
目標値を
達成 120 150

①
本事業を通じた新
規雇用者数

13 22
目標値を
達成 36 36

②
企業向けセミナー
等参加者数

170 222
目標値を
達成 200 170

③ 個別支援企業数 30 30 目標値を
達成 40 30

交付対象事業の名
称

区分 事業内容 交付期間

実施内容
自己評価 今後の方針

指標

１年目 2年目 3年目

事業の評価 評価理由 今後の方針 今後の方針の理由

本事業における重要業績評価指標（KPI）

(5）公民連携の推進
による社会課題解

決事業

地方創生
推進タイプ

行政が解決すべき課題が
複雑化・多様化する中、民
間企業等の有する資源やノ
ウハウ、アイデア、創意工
夫を市政運営に活かすため
の公民連携の仕組みを新た
に構築する。公民連携の推
進により、複雑化・多様化す
る社会課題に的確に対応す
るとともに、この仕組みを持
続的なものとするため、将
来を担う人材の育成にも取
り組む。これにより、多様な
主体がそれぞれの強みを活
かして活躍し、将来にわた
り、市域一丸となって社会
課題解決に取り組む都市の
実現を目指す。

R4～R6
年度

１　民間企業等との公民連携の推
進
　（1）「公民連携窓口」及び「公民
交流フィールド」の創設
　　　ア「公民連携窓口」の創設
　　　イ「公民交流フィールド」の創
設
　（2）「公民連携ポータルサイト」
の開設・運営

２　社会課題解決人材の育成
　（1）学生の社会課題解決プログ
ラムの構築
　（2）学生による企業の社会貢献
活動等の発信
　（3）事業広報及び関係者との成
果等の共有

（6）戦略的人材マネ
ジメントによる名古
屋圏域の活性化

地方創生
推進タイプ

新しい生活様式への対応が
求められる中、中小企業が
最適な人材を確保し続ける
ため、企業が経営戦略と人
材戦略を連動させ、経営戦
略を実現する重要な要素で
ある「人材」を戦略的にマネ
ジメントする能力を向上させ
る取り組みを実施する。これ
により、地域雇用の受け皿
である中小企業が魅力的な
企業として成長するととも
に、新たな雇用やしごとを創
出し、東京圏からの人材の
流入促進及び若者の東京
圏への転出抑制に寄与し、
本市が名古屋圏域の人口
ダム機能としての役割を果
たすとともに、将来にわたり
圏域全体の持続的な成長を
目指す。

R4～R6
年度

【採用ブランディング支援】
・採用ブランディングに対する意識
高揚を図るセミナー、具体的な導
入手法を学ぶワークショップを開
催
・自社の強み・価値の分析、求人
像の明確化、発信内容・発信方法
の選定等、採用ブランドの策定に
係る専門家による伴走支援を実
施

【課題解決型人材活用支援】
・副業・兼業人材等をはじめとする
多様な人材の活用についての意
識啓発セミナーを開催
・外部人材とのマッチングや伴走
支援を実施
・支援企業にかかる事例報告会を
開催

【多様で柔軟な働き方導入支援】
・多様で柔軟な働き方の制度導入
プロセスや具体的な有効活用事
例等を紹介する意識啓発セミナー
を開催
・制度導入や採用・定着に課題を
抱える市内中小企業対し助言等
を行う専門家派遣を実施

事業の継続（計
画どおりに事業
を継続する）

1年目の事業を予定どお
り完了した。引き続き、得
られた成果を活かしなが
ら、今後の事業を着実に

推進していく。

地方創生に相当
程度効果があっ
た（一部のＫＰＩが
目標値に達しな
かったものの、概
ね成果が得られ
たとみなせる場

合）

指標①③④についてはＫＰ
Ｉに掲げた目標を上回る実
績を上げており、社会課題
解決につながる連携の増
加や社会課題解決への意
識醸成につながった。

一方、指標②については、
民間企業における社会貢
献等の機運の高まりから
立ち上げ当初からの登録
数増加を見込んでいたもの
の、成功事例の少なさか
ら、企業登録のメリットを十
分に伝えることができず、
KPIを達成することができな
かった。

事業の継続（計
画どおりに事業
を継続する）

KPIを達成している事業に
ついては、2年目以降も継
続した目標達成に向け、事
業を推進していく。

本市と企業等をつなぎ合わ
せるノウハウを有する「公
民連携コーディネーター」を
配置し、連携に向け、より
積極的に取り組みを実施し
ていくとともに、成功事例の
積み上げにより企業登録
のメリットの見える化を図る
ことで、引き続きKPI達成に
向けて事業を推進してい
く。

地方創生に非常
に効果的であっ
た（全てのＫＰＩが
目標値を達成す
るなど、大いに成
果が得られたと
みなせる場合）

全てのＫＰＩについて目標
を上回る実績を上げた。



R4年度 R5年度 R6年度 目標 実績
達成
状況

目標 実績
達成
状況

目標 実績
達成
状況

交付対象事業の名
称

区分 事業内容 交付期間

実施内容
自己評価 今後の方針

指標

１年目 2年目 3年目

事業の評価 評価理由 今後の方針 今後の方針の理由

本事業における重要業績評価指標（KPI）

①

本事業による専門
家の指導を受けた
企業による環境対
応や環境に配慮し
た新商品・サービス
の開発等のイノ
ベーション創出件数

3 3
目標値を
達成 4 5

②
セミナーに参加した
延べ参加者数

150 298
目標値を
達成 150 0

③

本事業により、新事
業進出に結びつい
た参加企業の新規
雇用者数

1 4
目標値を
達成 7 10

①
本事業に関わった
デジタル人材の人
数

15 19
目標値
を達成

10 10

②
普及啓発ウェブサ
イト閲覧回数

0 0 ― 3,500 4,000

③
ゆとりーとライン沿
線の小学校区の人
口

640 2,078
目標値
を達成

640 640

①

観光客・宿泊客動
向調査における、本
市を訪れた人のな
ごやめしの喫食体
験割合（過去5年以
内）

38.9 31.9
目標値の
達成は５
割未満

38.9 38.9

②
名古屋コーチンの
月平均消費量（t）

166 170 目標値を
達成 176 176

③
本事業を通じた生
産者と事業者の
マッチング件数

0 0 ― 1 3

④
情報サイトの閲覧
者数（セッション数）

0 0 ― 0 100,000

…令和4年度

（7）中小企業による
グリーン・イノベー
ション構築促進事

業

地方創生
推進タイプ

地域雇用の受け皿である中
小企業者において、環境課
題を踏まえた事業活動、新
商品・サービスの創出等の
ビジネス展開イノベーション
力を向上させ、魅力的な企
業として成長を促しつつ、雇
用の受け皿となる中小企業
者の維持発展を支援し、市
民・顧客へアピールすること
で、産業人材の流出抑制及
び地域の産業の活性化を
図る。

R4～R6
年度

・温室効果ガス排出削減モデル事
業者の選定・指導

・.カーボンニュートラルに向けた新
商品・サービス開発支援

・カーボンニュートラルに向けた普
及啓発と中小企業の取組の情報
発信の準備等

・産学官金連携による会議の設置

（8）自動運転バス
導入検討プロジェク

ト

地方創生
推進タイプ

　名古屋市北東部の基幹的
な公共交通として機能して
いるガイドウェイバス志段味
線（愛称：ゆとりーとライン）
は、車両の前後輪に取り付
けた案内装置の誘導で走る
仕組み（ガイドウェイバスシ
ステム）となっており、高架
部では案内装置がレールの
内側に沿って正確に進行す
ることから、ハンドル操作が
不要な軌道系交通システム
であり、運行開始から20年
以上の実績を有している
が、本市以外にガイドウェイ
バスシステムの導入都市が
なく、交通システムの継続
が困難な状況となっている。
　本事業では、このガイド
ウェイバスシステムから自
動運転バスに転換するため
に必要な技術面や法制度
への整合化について検討し
ていくものである。この取組
は、特殊な機械装置に依存
する本市にのみ適用できる
システムではなく、どこにで
も展開できる汎用的なデジ
タル基盤を実装することを
目指す。

R4～R6
年度

自動運転バス導入計画の策定
（１）システム全体に関する検討：
・安全性に関する評価
　本市の現行のガイドウェイバス
システムは、路線バスに機械装置
を取り付けて、レールに誘導され
てハンドル操作が自動化されてお
り、一般的な道路に比べてやや狭
い空間を走っている。
　これを自動運転バスに転換する
とき、機械装置により実現している
信頼性と安全性を自動運転技術
により代替させることになるため、
システム全体の安全性の目標を
設定し、この目標を達成するため
の技術的な解決策について検討
した。

（２）機能・性能要件の検討：
・機能・性能要件の検討
　自動運転技術の開発に携わる
自動車メーカーとの連携により、
自動運転バスに必要な機能や性
能の要件や、2年目の実験走行時
に重点的に検証する必要がある
項目について整理した。

事業の継続
（計画どおり
に事業を継
続する）

本事業において、ガイド
ウェイバスの自動運転技
術導入にあたっては、技
術面だけではなく、自動
運転を活用したバス事業
への法制度の適用や社
会受容など、多くの課題
があることを認識するこ
とができた。
今後も、ガイドウェイバス
専用道への自動運転バ
ス導入のためには、技術
面と法制度のより詳細な
検討を進めていく必要が
あるため、2年目以降の
本事業を進めていく。

地方創生に非常
に効果的であっ
た（全てのＫＰＩが
目標値を達成す
るなど、大いに成
果が得られたと
みなせる場合）

全てのＫＰＩについて目標
を上回る実績を上げてお
り、カーボンニュートラル
に向けた新商品の開発
や雇用の促進につな
がった。

事業の継続（計
画どおりに事業
を継続する）

事業１年目は予定どおり
完了したため、今回の成
果を活かしながら、２年
目の事業を着実に推進
していく。

地方創生に
非常に効果
的であった
（全てのＫＰＩ
が目標値を
達成するな
ど、大いに
成果が得ら
れたとみな
せる場合）

ガイドウェイバスへの自
動運転技術導入に関す
る検討業務にあたり、本
事業に係る関係部署の
担当者が自動運転に係
る多くの関係者と意見交
換を行い、本事業に関わ
るデジタル人材の人数を
増やすことができた。

地方創生に相当
程度効果があっ
た（一部のＫＰＩが
目標値に達しな
かったものの、概
ね成果が得られ
たとみなせる場

合）

今後２年間の事業実施
モデルを検討・立案する
ために必要な調査を実
施することができた。

事業の継続（計
画どおりに事業
を継続する）

計画初年度において事
業実施に向けた必要な
調査を実施することがで
きたことから、計画通りに
事業を実施していく。

（9）なごや農業「ま
るっと支援」事業～
地元農産物等を活
用した観光推進～

地方創生
推進タイプ

本市の地元農産物を貴重な
観光資源としてその価値を
見直し、観光客が楽しめる
観光コンテンツとして効果的
に打ち出すことにより、本市
ならではの魅力・強みを活
かした戦略的な観光施策の
推進を図る。さらに、本市の
観光コンテンツを充実させる
ことは、本市を基点とした広
域観光の振興にも結び付く
と期待できることから、「なご
やめし」の普及促進の取り
組みを通じて、名古屋大都
市圏の観光面における成長
を牽引し、観光交流の推進
によるにぎわいあふれるま
ちの実現を目指す。

R4～R6
年度

【１．名古屋コーチンブランド力強
化事業】
　名古屋コーチンの消費拡大に向
けた支援、効果的な広報等に関
する手法を検討するとともに、関
係機関と連携した協議会を運営

【２．ブランド化支援事業】
　地元農産物の生産情報等を整
理するため、市内生産者を対象と
したアンケート調査やヒアリング、
情報発信に関する調査を実施。


